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2026 年 5 月 30 日 
 
司法令６－３ 

 
法の下の平等に関する次のアからウまでの各記述について、最高裁判所の判例の趣旨に照らして、それぞれ正し

い場合には１を、誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は、アからウの順に［No.５］から［No.７］） 

ア．憲法第２５条の趣旨の具体化は立法府の広い裁量に委ねられており、障害福祉年金の受給資格について

も立法府の裁量の範囲に属するというべきであるから、自国民を在留外国人に優先させ、在留外国人を支

給対象者から除外する合理性は否定できず、憲法第１４条第１項には違反しない。［No.５］ 
イ．国籍法の規定が、日本国民である父親から出生後に認知された子につき、父母の婚姻を日本国籍取得の

要件としている点について、日本国籍は重要な法的地位であって、嫡出子たる身分の取得は子が自らの意

思や努力によっては変えられない事柄であるから慎重に検討される必要があるところ、立法目的自体には

合理的な根拠が認められるが、当該要件によって生ずる区別と立法目的との間に合理的関連性は認められ

ず、憲法第１４条第１項に違反する。［No.６］ 
ウ．多数の者が多様な仕事をしている普通地方公共団体の管理職選考において、その職務の性質にかかわら

ず、日本国籍を有しないことを理由に受験を認めないとする措置は、その合理的根拠を見いだすことがで

きないから、憲法第１４条に由来し、国籍を理由として差別することを禁じた労働基準法第３条の規定に

反する違法な措置というべきである。［No.７］ 

 
 
正解 ア１，イ１，ウ２ 
 
肢ア 〇 
 立法裁量，社会権，国家に作為を求める。 
 裁量逸脱であれば違憲，平等原則違反など 
 
 外国人を外すことが著しく不合理か。 
 不合理ではない。社会権，後国家的に権利。憲法上の保障はない。 
 立法政策として，国民を優先する立法裁量は，合理的。平等原則に反しない。 
 
 
肢イ 〇 
 １４条，前提，法の下，立法者も拘束する。 
 平等は，絶対的平等ではなく，相対的平等。合理的な区別は許容される。 
 著しく不合理である場合に違憲。 
 
 認知されているか否か（社会的身分），生まれつきで自らの努力では変えられない性質。 
著しく不合理な区別が性質上生じやすい。 
 目的自体は肯定，立法目的達成手段との関係で否定。 
  
 目的そのものを否定するのは，最高裁も難しい。 



2 
 

 裁量があるので。手段との関係で調整を図る。是正理由も慎重に行うイメージ 
 
肢ウ × 
 管理一体の任用制度を作用。 
 公権力等地方公務員になるには，管理職にならないといけない。 
 
 政治的な関連性で，区別のは，法的に難しい。 
 
 外国人が管理職になれるか？ 
 
 平等原則の問題になる。 
 国民主権の原理があり，管理一体の任用制度を採用することも合理的。 
 違法な処置ではない。 
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司法令６－４ 

 
憲法第２０条に関する次のアからウまでの各記述について、最高裁判所の判例の趣旨に照らして、正しいものに

は○、誤っているものには×を付した場合の組合せを、後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は、［No.

８］） 

ア．公立学校において、学生の信仰について調査やせん索を行い、宗教を序列化して別段の取扱いをするこ

とは許されない。したがって、公立学校の学生が信仰上の理由により剣道実技の履修を拒否する場合、そ

の理由の当否を判断するために、学校が宗教上の信条と履修拒否との合理的関連性が認められるかどうか

を確認するための調査をすることは、公教育の宗教的中立性に反する。 
イ．憲法第２０条第１項前段、同条第２項の趣旨に照らせば、宗教上の人格権の一内容として、静謐な環境

の下で信仰生活を送る利益が保障される。私的団体が殉職した自衛官を遺族の意思に反して神社に合祀申

請した行為は、遺族の信仰生活の静謐を害するが、その侵害の態様や程度が社会的に許容し得る限度を超

えておらず、遺族の法的利益が侵害されたとはいえない。 
ウ．国公有地が無償で宗教的施設の敷地としての用に供されている状態が、政教分離原則に反するか否かを

判断するに当たっては、当該宗教的施設の性格、当該土地が無償で当該施設の敷地としての用に供される

に至った経緯、当該無償提供の態様等の客観的な事情を総合的に考慮して判断すべきであるが、これらに

対する一般人の評価等の主観的な事情については、判断の基礎とすべきでない。 
１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○ 
４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ× 
７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ× 

 
正解 ８ 
 
肢ア  
 事実を調査することはよい。宗教的な中立性は要求されるが，社会的に見て相当な関わ

り合いは許容する方向性。 
 政教分離で考えればわかる。事実の確認は，社会的に見て相当な範囲と考えられる。 
 
肢イ  
 信教の自由，不作為を要求する権利。 
 また，歴史的に見て，他の信仰にも寛容であることが予定されている。 
 
 したがって，静謐な環境の下で信仰生活を送る利益の保障はない。 
  
 
肢ウ  
 一般人の評価は判断の基礎とすべき。 
 客観的のみで判断すると，一般的な感覚とずれる，関わり合いを認めることになりかね

ない。社会的にみて相当性を越える関わり合いは，認められないのであれば，一般人の判

断も含めて判断すべきである。 
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司法令６－５ 

 
憲法第２１条に関する次のアからウまでの各記述について、最高裁判所の判例の趣旨に照らして、正しいものに

は○、誤っているものには×を付した場合の組合せを、後記１から８までの中から選びなさい。（解答欄は、［No.

９］） 

ア．営利的な広告であっても表現の自由の保障の対象となり、虚偽、誇大にわたる広告のみならず、あん摩、

はり、きゅう等の施術の適応症に関する真実、正当な広告までをも禁止することは、憲法第２１条に反し

許されない。 
イ．電話傍受は、憲法第２１条第２項後段の定める通信の秘密を侵害し、ひいては個人のプライバシーを侵

害する強制処分であるが、一定の要件の下では、捜査の手段として憲法上全く許されないものではなく、

法律の定める手続に従って電話傍受を行うことも、憲法上許される。 
ウ．青少年保護育成条例による有害図書の自動販売機への収納の禁止は、青少年との関係では、その健全な

育成を保護するための必要やむを得ない制約であり、憲法第２１条第１項に反しないし、成人との関係で

も、設置を禁止する場所を指定するなど、一定の限定が付加される限り、同項に反しない。 
１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○ 
４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ× 
７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ× 

 
正解 ６ 
 
肢ア 百選５４ 最大判昭３６．２．１５ 
 営利的な広告であっても表現の自由の対象となる。営利目的であっても，表現であるこ

とは変わらない。 
ただ，人権も絶対無制約ではなく，公共の福祉により内在的制約をうける。 

  
 本件の場合，無制限に許容すると，虚偽誇大で惑わせる危険がある，このような弊害を

防止するため，一定事項以外の広告を禁止することは，国民の保険衛生上の見地から，公

共の福祉を維持するためやむを得ない処置，２１条１項に違反しない。 
 
 実際，判例当時，GHQ により，東洋医学は，野蛮な治療法ということで西洋医学より劣

るという評価があった。これが，特定事項以外のものを，一律に禁止するのもやむを得な

いという判断に繋がっていると考えられる。 
 
肢イ 百選５９ 最判平１１．１２．１６ 
 
 ２１条２項，通信の秘密を保障。秘密が損なわれると，プライバシー権の侵害にもつな

がる。しかし，それも絶対無制約ではない。公共の福祉に照らし，制約も許される。 
 反対利益，犯罪の捜査権。公益として，予定（３３条，３５条など）。 
 電話傍受しなければ，捜査目的を達成することが著しく困難な事情があれば，捜査上，

やむを得ないとして，法律上の手続にしたがって，制約することも許容される。 
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肢ウ 百選５０ 最判平元．９．１９ 
  
青少年との関係では，２１条１項に違反しない。公共の福祉に照らし必要かつ合理的なだ

から。 
 
成人との関係でも，若干，流通を制約することとなるが，青少年の健全な育成を阻害する

有害環境を浄化するため規制として，やむを得ない。 
 
 
設置場所を指定することをしても，自販機では，利用者の年齢の区別は，難しい。（判決当

時は特に難しいと思われる） 
一律に禁止するしかない。 
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司法令６－６ 

 
報道の自由や取材の自由に関する次のアからウまでの各記述について、最高裁判所の判例の趣旨に照らして、正

しいものには○、誤っているものには×を付した場合の組合せを、後記１から８までの中から選びなさい。（解答

欄は、［No.10］） 

ア．報道機関の報道は、民主主義社会において、国民が国政に関与するにつき、重要な判断の資料を提供し、

国民の知る権利に奉仕するものであるから、事実の報道の自由は、思想の表明の自由と並んで、表現の自

由を規定した憲法第２１条の保障の下にあり、このような報道機関の報道が正しい内容を持つためには、

報道のための取材の自由も、憲法第２１条によって報道の自由と同程度に保障される。 
イ．報道機関の取材結果に対する裁判所の提出命令の可否は、刑事手続の対象犯罪の性質、態様、軽重及び

取材結果の証拠としての価値、ひいては、公正な刑事裁判を実現するに当たっての必要性の有無と、取材

結果の提出によって報道機関の取材の自由が妨げられる程度及びこれが報道の自由に及ぼす影響の度合そ

の他諸般の事情を比較衡量して決するが、捜査機関が主体となって行う取材結果に対する差押の可否は、

捜査機関と裁判所との性格の違いから、より慎重な検討が求められるため、このような比較衡量で決する

ことはできない。 
ウ．報道機関の関係者は、民事訴訟において取材源に係る証言を求められた場合、当該報道が公共の利益に

関するものであって、その取材の手段、方法が一般の刑罰法令に触れるとか、取材源となった者が取材源

の秘密の開示を承諾しているなどの事情がなく、しかも、当該民事事件が社会的意義や影響のある重大な

事件であるため、当該取材源の秘密の社会的価値を考慮してもなお公正な裁判を実現すべき必要性が高く、

そのために当該証言を得ることが必要不可欠であるといった事情が認められないのであれば、原則として、

当該証言を拒絶できる。 
１．ア○ イ○ ウ○ ２．ア○ イ○ ウ× ３．ア○ イ× ウ○ 
４．ア○ イ× ウ× ５．ア× イ○ ウ○ ６．ア× イ○ ウ× 
７．ア× イ× ウ○ ８．ア× イ× ウ× 

 

 
正解 ７ 
 
肢ア 百選７３ 最判昭４４．１１．２６ 
 事実の報道の自由を２１条１項で保障される。 
 重要な判断資料を提供し，国民の知る権利に奉仕する側面があるから。 
 取材の自由は，正しい報道する上の前提，一内容。 
 尊重に値する。 
 
肢イ 百選７４ 最判平２．７．９ 
 捜査機関でも，裁判所でも変わらない。比較衡量。 
 
 取材の自由も絶対無制約ではない。公共の福祉に照らし制約をうけることはある。 
 裁判所の公正な裁判の実現，捜査機関の公正な裁判実現のための，適正迅速な捜査の追

行は，ともに公益である。憲法的に優劣はない。分けるという考え方，誤り。 
 
 共に，比較衡量で決する。 
 報道機関の取材の自由が害されると報道の自由や，将来の取材の自由に影響する。 
 そうすると，国民の知る権利が阻害される（社会的な利益・公益に近くなる） 
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 したがって，比較衡量 
 
 同じくらいの大きさでないと比較衡量のも問題にならない。 
 
肢ウ 百選７１ 最判平１８．１０．３ 
 民事裁判，私的自治の延長。 
 主に財産権の実現（私益）。 
 
 一方で，取材源。国民の知る権利に奉仕（イメージ社会，公益に近づく） 
  
 比較衡量，原則，取材源の秘匿がかつ。 
 しかし例外，裁判の内容が，社会的意義のあるような場合，公益近づく。 
 そのような場合には，取材源の秘匿より優先される場合もある。 
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司法令６－７ 

 
憲法第２２条に関する次のアからウまでの各記述について、それぞれ正しい場合には１を、誤っている場合には

２を選びなさい。（解答欄は、アからウの順に［No.11］から［No.13］） 

ア．判例は、日本に適法に在留する外国人には、憲法上、その在留期間内において外国へ一時旅行する自由

が保障されているものと解している。［No.11］ 
イ．居住・移転の自由は、複合的な性格を有する人権と解されており、広く知的な接触の機会を得るために

不可欠であることから、精神的自由の要素も併せ持っている。［No.12］ 
ウ．判例は、市営住宅の入居者が暴力団員であることが判明したときには当該住宅の明渡しを請求すること

ができるとする条例の規定による居住の制限は、公共の福祉による必要かつ合理的なものであるから、こ

の規定は憲法第２２条第１項に違反しないと解している。［No.13］ 

 
正解 ア２，イ１，ウ１ 
 
肢ア × 
 外国人に，一時旅行のする自由は保障されない。 
 再入国の自由の関連で，判例は否定。 
 性質上，再入国の自由はない。自国に入れるか入れないかは，裁量事項。 
  
 
肢イ 〇 
 居住，移転の自由は，歴史的に，経済的自由。産業革命などにより多くの労働力を必要

として，居住，移転の自由が認められた経緯。 
その後，人身の自由や，精神的自由の要素加わり，複合的な性格を有する人権となってい

る。 
 
肢ウ 〇 最判平２７．３．２７ 
  
 本件の場合，制限をうけるのは，市営住宅に得られる利益にすぎない。（背景にある生存

権を意識） 利益を失うだけに過ぎず，他の場所にも住める，暴力団やめられる。２２条

１項に違反しない。実際，税金が使われている。暴力団員に協力するのは問題と思われる。 
 
（参考）１４条についても判断 
 地方公共団体は，住宅が国民の健康で文化的な生活に不可欠な基盤であることに鑑み，

公共住宅を供給する。誰に提供するかは，裁量がある。 
 暴力団は，反社会勢力。このようなものがいると，他の入居者の生活の平穏が害される

おそれは否定でない。一方で，暴力団員は，やめることもできる。他の場所では生活もで

きる。合理的な区別として，１４条にしない。 
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司法令６－８ 

 
教育を受ける権利に関する次のアからウまでの各記述について、ｂの見解がａの見解の根拠となっている場合に

は１を、そうでない場合には２を選びなさい。（解答欄は、アからウの順に［No.14］から［No.16］） 

ア．ａ．教育行政機関は、法律の授権に基づいて、公教育における教育の内容及び方法について決定権能を

有する。 

ｂ．国民全体の教育意思は、憲法の採用する議会制民主主義の下においては、国会の法律制定を通じ

て具体化されるべきものである。［No.14］ 
イ．ａ．高等学校における教育の目的を達成するためには、高等学校の教師に教育の具体的内容及び方法に

ついての裁量を広く認めるべきである。 

ｂ．高等学校において、生徒の側には、教師の教育内容を批判する十分な能力は備わっておらず、国

が教育の一定水準を維持する必要がある。［No.15］ 
ウ．ａ．憲法第２６条第２項後段は、義務教育は無償とするとしているところ、当然に国が一切の費用を負

担しなければならないとはいえないから、その無償の範囲は授業料であると解される。 
ｂ．義務教育は単なる国家的要請ではなく、親が本来有している子女を教育すべき義務を全うさせよ

うとする趣旨によるものである。［No.16］ 

 
正解 ア１，イ２，ウ１ 
 
肢ア  
 ｂ．国民全体の教育意思は、憲法の採用する議会制民主主義の下においては、国会の法

律制定を通じて具体化されるべきものである。 
 だから 
ａ．教育行政機関は、法律の授権に基づいて、公教育における教育の内容及び方法につ

いて決定権能を有する。 
 
 意味が通る。法律で決めるべき。したがって，教育行政機関も法律の授権がないとダメ

という論調 
 
肢イ  

ｂ．高等学校において、生徒の側には、教師の教育内容を批判する十分な能力は備わっ

ておらず、国が教育の一定水準を維持する必要がある。 
 
 だから 
 
ａ．高等学校における教育の目的を達成するためには、高等学校の教師に教育の具体的

内容及び方法についての裁量を広く認めるべきである。 
 
意味が通らない。裁量認めると結果として，国の教育水準が維持できなくなる恐れがある。 
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肢ウ  
 
ｂ．義務教育は単なる国家的要請ではなく、親が本来有している子女を教育すべき義務を

全うさせようとする趣旨によるものである。 
 
だから 
 
ａ．憲法第２６条第２項後段は、義務教育は無償とするとしているところ、当然に国が一

切の費用を負担しなければならないとはいえないから、その無償の範囲は授業料であると

解される。 
 
意味が通る。親の義務を強調すると，国の負担を少なくするという論調，まさしく授業料

につながる。 
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